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1 ，はじめに

オイルショックを契機に，わが国の産業部門におけ

る省エネルギーはかなり進んだといわれている.近年

のエネルギー消費の堅調な伸びは，民生部門とともに

輸送部門での増加によるところが大きい.なかでも旅

客輸送はエネルギー消費の約 6 割を占めており，その

伸ぴもいちじるしい [19]. ところが，現在の都市では

直ちに省エネを実現することは難ししたとえば，エ

ネルギー消費原単位の大きい自動車から，それが小さ

い鉄道やノ〈ス等の大量輸送機関へ輸送形式を誘導する，

いわゆるモーダルシフトなど，比較的短期的に実施で

きる方策にもその効果には限界がある[15]. また，エ

ネルギー問題から離れても，大都市における長時間混

雑通勤は都市問題の代表格となって久しし生活の質

の向上のためには，通勤問題の解消が必須課題とされ

ている.長期的には，平成 2 年に閣議決定された「地

球温暖化防止行動計画j においても提唱きれているよ

うに，都市・地域構造や交通体系の見直しなどの抜本

的対策が必要で、ある.

政府も無策なわけではなく，近年進められた鉄道の

新線建設や輸送力の増強による混雑緩和は，混雑率の

緩和をもたらした.きて，こうした政策は省エネルギー

の観点からはどのように評価されるだろうか.たしか

に鉄道の魅力を増大きせ，乗客を増やすことによって，

エネルギー効率のよい鉄道の分担率を増しているが，

沿線の住宅立地がますます進み，都市の肥大化・外延

化を促進している.これは，通勤のさらなる長距離化

に拍車をかけており，そのぶん，エネルギー消費も増

加させていることになる.

道路の渋滞がアイドリングを長くし，エネルギーの

無駄になっているので，道路整備によって渋滞を緩和

する方策が有効とする向きもあるが，絶対的に道路率
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の低いわが国の都市では，長期的には再び渋滞を起こ

すまでさらなる交通需要を誘発するであろう.鉄道や

道路への投資を有効にするためには，都市構造の改変

等による交通量自体の削減を図る方策を併せて考える

必要がある.

こうした問題を解決するための将来の都市構造の姿

として，多極分散型都市構造を唱える専門家が多い.

しかし，これにも疑問がある.たしかに，仮に分散し

た業務地の近くに，そこに勤務する人が住まうように

なれば，通勤時間は短くなり，混雑も緩和きれるだろ

う. しかし，現在の日本の住宅市場や就業慣習では，

住み替えは容易でなく，分散策は必ずしも職住近接を

もたらきない.逆に，かえって多くの遠距離通勤を生

み出しかねない，[7]で指摘されているように，職場と

住宅の組合せ(以下「職住割当」と呼ぶ)が，分散策

の有効性に大きくかかわっている.

また，東京都心部では，空洞化した夜間人口の呼び

戻しのために都心居住を促進する方策が実施されてい

るが，これも，ここに都心に勤務するような層が入居

しなければ，職住近接には結ぴつかない.

本稿では，分散策などの都市構造の改変を議論する

前段階として，職住割当の変更が通勤時間の改善にど

こまで影響するかを明らかにするため，首都圏を対象

に，通勤距離・時間の最小化を目的とした職住割当の

最適化を行なった結果を紹介しよう.また，これによっ

て通勤エネルギー消費がどの程度削減されるかも求め

てみよう.都市構造の改変については，紙面の都合も

あり，別稿にゆずることにする.

2 , r無駄な通勤J と最適職住割当問題

通勤交通は，業務地と住宅地との地理的な相互関係

から生ずる.その対応関係によっては， I無駄な通勤J

が生ずることが考えられる.図 l のように，業務地A ，

B と住宅地 a ， b が直線上に位置していて，各々の就

業者がb →A ， a → B という割当になっていたとする

と，職場あるいは住宅を交換して a →A， b → B とい

う割当にすれば，全体の通勤距離を減らすことができ
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次のような典型的な輸送問題となるする問題は，

[20J. 
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この結果，最小化される総通勤距離(時間) Tm\n と，

現状のそれTObS との差が無駄な部分であり，その現状
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3. 首都圏での最適職住割当とエネルギー

削減効果
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を過剰率と呼ぶことにする.

首都圏を対象にこの問題を解いてみよう.解の特性

についてはすでに [9J [10J [l3J [l4J 等で論じたの

で，本稿では80年代の首都圏の都市構造の変遷と過剰j

率との関係を調べてみることにする.また，一般的に

は時間で評価するのが妥当であるが，エネルギー消費

量は距離をベースに推定するため，距離での評価も重

る.この減少分がいわば「無駄な通勤j である.

このような職住割当の変更を都市圏全体で考えると，

無駄な通勤はどれくらいあるのだろうか.当然，業務

地や住宅地の分布構造が現状のままだとすれば，割当

の変更によって減少できる通勤交通には限界があり，

これはその分布構造に依存する.

就業者のみを考察の対象として，ある都市がn個の

ゾーンからなるとし，各ゾーン問あるいはゾーン内の

通勤移動を考える.ゾーン iからゾーンjへの距離(所要

時間).通勤者数をそれぞれん， Yij とする.また，業務

地や居住地の分布は変え難いという前提で，各ゾーン

の常住就業者数ri. 従業就業者数r.jは所与とする.この

とき職住割当の変更で総通勤距離(時間)Tを最小に

無駄な通勤と職住割当の変更図 1

十 J - 」 --J←よLJ九三よいー二....--------

。

。

時
間

(分)
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市区町村聞の距離と時聞の関係図 2
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表 l 距離帯別交通手段別分担率

距商世帯 鉄道 ノfス 自動車 その他

。- lOkm 9.3% 4.9 18.3 67.5 

10 - 20km 61.5 1.9 34.4 2.2 

20 - 30km 71.9 1.5 26.0 0.6 

30 - 40km 76.1 1.7 21.8 0.4 

40 - 50km 79.3 2.5 17.8 0.4 

50km- 80.3 2.4 16.9 0.4 

要である.したがって，距離と時間の両者て最適化し

てみよう.

上記の問題では都市を閉鎖系と考え，都市外からの

通勤や都市外への通勤はないものとしているが，一般

的には完全にそういった状況はありえない.そこで，

なるべく広めの地域を対象とし，職場と住宅が両方と

もその内部にある通勤のみに限定した.対象とした

ゾーンは，東京駅を中心とした半径約60kmの円内の210

市区町村(政令指定都市も区に分割，ただし例外あり)

である.通勤者数が少なし時間データが得られない

市町村はあらかじめ除外した.

市区町村聞の通勤流動データは， 1980年， 1985年，

1990年の国勢調査[12J によった.距離は， [6J から役

所役場開の直線距離を求め，栗田 [8J に従ってゾーン

を円近似した場合の領域間距離に補正した.また，市

区町村聞の所要時間は[18J によったが，調査対象とな

る通勤者10人以上のODは全ODの 1/4 程度であり，

10人以下のODについてはデータが存在しないので，独

自に作成した首都圏鉄道ネットワークデータベースを

もとに， Dijkstra法による最短路計算の結果を説明変

数として，全ODについて所要時聞を推定した.このと

きの説明変数は， 1985年の役所の鉄道最寄駅間の時間

距離(鉄道駅がない場合はバス停留所)で代表させた.

図 2 は 1990年に通勤者の存在するゾーン聞の距離と

所要時聞の関係を示したものである.時間は距離によ

らず固定的にかかる部分があり，またそれ以外の部分

も距離に対して必ずしも比例せず，やや逓減する傾向

にある.これはそれぞれ駅への端末交通が存在するこ

とと，遠距離では急行などの利用により平均速度が高

くなることによると考えられる.ゾーン内などの近距

離ではおよそ30分程度であるが， 20km程度離れたゾー

ン間では 1 時間以上かかることがほとんどである.感

覚的には意外な感じもするが， ドア・トゥー・ドアで

は端末交通の部分が相当の時間を費やしていることを

示している.

エネルギー消費量は次のように概算した.交通に要

1994 年 5 月号

表 2 最適割当による通勤距離・時間・エネルギー消費

実態 1980年 1985年 1990年

総通勤者数(人) 12713891 14002641 15599154 

総距離(人km) 124174072 141393051 168461428 

平均距離 (km) 9.77 10.10 10.80 

総通勤時間(人分) 623080001 697786670 802003594 

平均時間(分) 49.01 49.83 51.41 

総エネルギー消費(TcaI) 24.08 27.57 33.17 

l 人当。エネルギー (kæl!人) 1893.8 1968.6 2126.7 

距離による最適解 1980年 1985年 1990年

総距離(人km) 82089065 92330935 108064127 

平均距離 (km) 6.46 6.59 6.93 

総エネルギー消費(TcaI) 12.29 14.03 17.09 

l 人当りエネルギー (kæl!人) 966.3 1001.8 1095.5 

過剰率(%) 時間 33.9 34.7 35.9 

エネルギー消費量 49.0 49.1 48.5 

距離による最適解 1980年 1985年 1990年

総通勤時間(人分) 535941507 594527428 673790007 

平均時間(分) 42.15 42.46 43.19 

総エネルギー消費(T田1) 17.15 19.40 22.97 

l 人当りエネルギー (kæl!人) 1348.8 1385.5 1472.8 

過剰率(%) 時間 14.0 14.8 16.0 

エネルギー消費量 28.8 29.6 30.7 

するエネルギーは，その原単位が交通手段によってい

ちじるしく異なるため，一概には論じられないが，こ

こでは表 1 に示した移動距離帯別トリップ代表交通手

段構成比[17J を用いて，各ODについてその距離に対

応した手段別構成比でエネルギー消費原単位[19J を按

分して考えた.

各年次の通勤実態と最適職住割当の結果は表 2 のと

おりである.結果はすべて片道についてである.

80年代に首都圏への人口集中が進んだ事実を裏づけ

るように，対象地域内の総通勤者数は80年1271万人，

85年1400万人， 90年1560万人と着実に増加している.

これに伴って平均通勤距離も 9.8kmから 10.8kmへと，

また平均通勤時間も 49分から51分へと少しずつ増加を

見せている.片道のエネルギー消費は， 24Tcalから 33

Tcalへと大きく伸ぴており 1 人当たりでも 1.9Mcal

から 2.1Mcalへと増加している.

職住割当の最適化により，通勤流動は図 3 に示すよ

うに大幅に単純化されるが，距離によって最適化した

場合と時間によって最適化した場合とで，パターンは

やや異なっている.これは，図 2 で見た距離一時間構

造に起因しており，時間評価では速度の速い遠距離通

勤が残ってしまう.

この結果，距離による最適職住割当によって，平均

(13) 245 
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通勤距離を約35%削減でき，エネルギー消費もほぼ半

減させることができるものと考えられることがわかる.

また，時間による最適割当では，平均通勤時間を15%

程削減できること，エネルギー消費は距離をベースに

しているため，距離で最適化した場合ほど減少しない

が，それでも 3 割程度減らすことができることがわか

る.どちらにも共通していえることは，これらの過剰l

率が年々増加していることである.つまり，職住割当

の変更によって期待できる効果が年々高くなってきて

いるのである.

現在の日本では，住宅市場や就業慣習上の理由，あ

るいは持ち家を他人に貸すことへの心理的抵抗などの

ため，住み替えや職場の変更は容易ではない.また，

70年代から80年代にかけての全国での住み替え率は，

住宅取得の困難きが進行したためか減少傾向にある.

住み替えが容易に行えるような環境を整備し，居住地

や就業地を柔軟に変えられるシステムを実現できれば，

交通需要やそれに伴うエネルギー消費はかなり減らせ

るであろうと思われる.

4. 首都圏の都市構造の変化と過剰率

前節で見たような，首都圏での過剰率の増加の主因

は何だろうか.定義からすれば，就業地の一極集中は

むしろ過剰j率の減少をもたらす.従業者は唯一の就業

地である都心に通うしかなくなるからである.過剰率

N

⑪
 

1，000 人(片道)
ー一 10,000 
ーー 100 ，000

図 3 通勤流動(現状)

246 (14) 

の増加は，就業地が分散傾向にあることを示している.

図 4 は，総就業者数r で基準化した就業者密度で見

た居住地分布の変化 (r，./r の変化率)，図 5 はその従

業地分布の変化 (rj/r.の変化率)を表わしている.居

住地はニュータウンや分譲宅地の多いゾーンを中心に

確実に郊外化しているが，従業地も郊外の伸ぴが大き

いことカぎわヵ、る.

図 5 を注意深〈見ると， 80年から85年にかけては都

心部で， 85年から90年にかけてはその周縁の豊島，渋

谷，品川，江東各区で，相応の就業者数の伸びがあり，

住宅地を主体とする周りの区部と比較すれば，確かに

J
γ寸

図 3 (距離最小割当)

図 3 (時間最小割当)
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ピコ --10.0% 
・・ -10.0- -3.0 
_ -3.0- 3.0 

・・ 3.0-10.0 
・・ 10.0-

相対的に集中している.都心部の千代田区の昼夜人口

比率は， 80年17.1， 85年20.0， 90年には26.4 と急激に

増加しているが，これはむしろ夜間人口の急減による

ものであり，都市圏レベルでは従業地も分散化してい

るのである.

最近隣の就業地へ割り当てられる場合は，従業地の

分散は通勤距離を減少させるが，職住の割当が距離に

関係なく均一で、ある場合には，分散は通勤距離をか

1994 年 5 月号

1985年→ 1990年

図 4 常住地の基準化従業者密度の変化

1985年→ 1990年

図 5 従業地の基準化従業者密度の変化

えって増大させるものと考えられる [7]. 実際の割当で

はどちらに転ぶかわからないが，現実の割当を調べる

と，ある就業地への通勤者の居住密度はその就業地を

中心に逓減していく傾向があり，最近隣割当ではない

にしても，従業地が分散すれば，通勤距離や通勤時間

は減少すると考えるのが一般的である.

それにもかかわらず通勤距離や時聞が増加している

のはなぜだろうか.それは，住み替えがあまり進まな
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いことに加えて，従業地の相対的分散化以上に，首都

圏全体の就業人口の増加がいちじるしく，都市圏全体

が成長したためである. 80年代は「地方の時代」が過

ぎ去って，中京圏や近畿圏を尻目に，首都圏のみが再

び地方の人口を大きく吸収した時期であった.首都圏

内での分散策が功を奏きず，通勤時間の増加が続いた

原因は，こうした国土レベルでの首都圏への人口集中

に求めるべきであると恩われる.

注意しなければならないのは， r過剰j率を下げるため

には就業地の一極集中か望ましい」と解釈してはなら

ないことである.これ自体正しいことではあるが，肝

心の通勤距離(時間)は集中するほど長くなる.就業

地の分散により通勤距離(時間)はある程度減少させ

得るであろうが，それに伴って増大する過剰l率を，職

住割当変更の促進によって抑え，一層効果的な通勤距

離(時間)の削減を図るべきであるというのが筆者の

見解である.

5. おわりに

住み替え等の促進で，エネルギーの大幅な削減が期

待できることが示された.ところで，本稿では就業者

の業種を区別していない.首都圏で見られた郊外での

従業人口の増加は，居住人口の増加に伴った，小売な

どのその地域へのサービスに従事する部分が大きいと

考えられ，これと都心部のオフィスワーカーとを同じ

土俵で議論するには無理があるかもしれない.この意

味では，本稿での過剰率は過大評価きれており，現実

にはこうした大幅なエネルギー削減は不可能であろう.

こうした点は，今後に残きれた課題である.

最近，一極集中を一方的に悪者扱いし，短絡的に多

極分散を吹聴する傾向が多々見られるようであるが，

実際はどちらにも長短がある.通勤交通にとっては就

業地の分散策は好結果を生むが，経済活動の効率に与

える影響も加味しなければならないだろう.
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